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第 １ 章 
は じ め に 
 
1.1 研究の背景と目的 
私はＲＤ＆Ｅのマネジメントコンサルタントとして、日夜、研究開発・設計の現場

で技術者と一緒にどのような技術開発、商品開発、マネジメントをすればうまくいく

のだろうかと試行錯誤している。またその検討レベルをさらに向上させるために、同

じような悩みを抱えている仲間とさらにディスカッション、研究するために、ＭＯＴ

という学問を大学で研究しようと考えた。 

大学にて社会人学生の同級生とディスカッションをしてみると、 
・ なぜこんなに技術部門は忙しいのに、人数が増えず、また減らされるのか 
・ なぜ顧客ニーズの多様化という言葉に踊らされ、開発期間が年々短くなり、か

つ開発テーマは増え続けるのか 
・ 先行開発の完成度が低い状況で商品開発がスタートし、結局、出荷直前まで品

質トラブルに忙殺されている 
・ 我々の企業には戦略が無い 
・ 最近は残業規制が入り、思ったような開発・評価をせずに出荷している 
・ 教育を受けたり、勉強をしたりする時間を取ってもらえない 
・ 他部門調整も含め、開発以外の業務が増加し、かつ技術者のマネジメントすべ

き対象が増加している 
といった共通の悩みを抱えていた。慢性的な多忙感と疲弊感に包まれているのは、私

がお邪魔しているコンサルティングの現場と同様であった。 
 
最近、日本経済は活性化しつつあるというが、コンサルティテングの現場にいる限

り、必ずしもそのようには感じない。ビジネス誌を見ても技術者の士気低下の記事が

あふれている。 
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技術者の士気の変化、低下についてのアンケート結果は以下のとおりである。 
 

図表１：この５年間における技術者の士気の変化[5] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表２：技術者の士気が低下している理由[5] 
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また、基礎研究結果をビジネス展開する前に資金が枯渇し、事業化できないという

死の谷問題も相変わらず解決されていない。 

 

図表３：死の谷のモデル図[3] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
日本企業がこのような状況を脱出し、諸外国に対して競争力を高めるためにはま

ず、己を知り（日本の開発、教育システム等の問題点）、敵を知り（他国の優れた

点に学ぶ）、その上で作戦を立てることが必須である。 
本研究の推進にあたってはこれらのことをふまえ、今後の日本企業が世界のトッ

プランナーになるべく何をすべきかを探るために、これまで研究してきた開発力に

合わせ、ＭＯＴ視点での成功のポイントの仮説を作り、アンケート調査にて、実態

を把握、提言することとする。また、 
・ 諸外国のＭＯＴ教育と日本のＭＯＴ教育動向の比較 
も合わせて研究し、考察を行う。 
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1.2 本論文の構成 
本論文は以下のような構成である。 

 

図表４：本論文の構成 
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レベルの実態調査

本研究結果からの提言、まとめ
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第 ２ 章 
MOTとは 
 
2.1 はじめに 
本研究推進にあたり、ＭＯＴ(Management of Technology)がそもそもどのような背

景からスタートしたか、また、ＭＯＴといっても様々な定義があり、本研究ではどの

ようなことを狙いとしていくかを整理する必要がある。よって、第２章では、“ＭＯ

Ｔとは”についてまとめる。 

 

2.2 MOTの出てきた背景 
ＭＯＴ(Management of Technology)の起源は、ＭＩＴ(Massachusetts Institute of 

Technologies:マサチューセッツ工科大学)のＭＯＴカリキュラムであるとされる。１

９５２年にビジネススクールが設立され(Sloan School)、１９６２年に同スクールの

研究分野に”Management of Science and Technology”講座が開設された。目的は、

「エンジニアに対するマネジメント教育」である。全米で本格的に認知され、各地に

ＭＯＴ講座が開設されたのは１９８０年代以降といわれるが、このＭＩＴの取り組み

と米国の日本企業の徹底研究（“ヤングレポート”や“Made in America[2]”）が１９９

０年代後半の米国の経済成長の礎となったことはいうまでもない。”Made in 

America”の中に書かれているが、ＭＩＴを中心にした調査委員会にてアメリカは、

１９８６年から２年という時間をかけ、アメリカ、日本、ヨーロッパの２００社にお

よぶ企業を訪問調査した。その中で、経営者および労働組合幹部等への数百回のイン

タビューを行い、比較調査によるマクロ分析から労働環境、教育システム等を８産業、

１３章の総論の報告書を作成し、具体的な政策提言を行った。またこの結果をふまえ

た国家を上げた改革はもちろん、スタンフォード大学を起源としたベンチャー企業、
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シリコンバレーへの展開も１９９０年以降の米国の復活に大きく寄与している。 

 

”Made in America” [2]の中にＭＯＴにつながる興味深い文章がある。 

 

１２章 大学はいかに変わるべきか～工学のカリキュラム改善 より（抜粋） 

将来、ＭＩＴの工学部を卒業する学士は、次のような資質を持っていなければなら

ない。①それぞれの専門領域における科学の基礎知識をしっかりと身につけているこ

と、②関心を持つ領域の最新技術について、実践的知識を身につけはじめていること、

③さまざまな特質と歴史を持った人間社会があるということを、その文学、哲学、芸

術的伝統とともに、理解しはじめていること、④自己啓発を続ける技能と熱意を持っ

ていること、⑤研究プロジェクトにおいて、ひらめきと発明の才能を発揮する機会を

持ったことがあること、⑥一つのものを設計し、まとめ上げる体験があること、⑦会

話と文章によって意思疎通する技能を身につけていること、⑧技術発展を取り巻く経

済、政治、社会、環境問題への理解を持ち、注意を払いはじめていること。 

 

上記の“はじめていること”が“できること”になることがまさに、技術者に必要

なＭＯＴ能力である。 

 

１２章 大学はいかに変わるべきか～経営学のカリキュラム改善 より（抜粋） 

すべての経営者が、理学や工学の学位を持っている必要はないが、経営者であるか

らには、少なくとも企業の戦略的ポジションに技術がどのように関連しているか、あ

るいは競合技術や投資条件の内容をどのようにして市場へ誘導していくかについて

よく知っていなければならない。より多くの企業にとって、革新的技術をいかに効率

的に開発し、導入して、活用するかが、市場での成功に決定的役割を果たすようにな

っている。技術革新のプロセスにおける技術・組織・人間の三つの次元をどのように

結び付けていくかをきちんと理解することが、効率的な技術管理の中核となっている

のである。 

ＭＩＴでは現在、経営学の学生に技術に関する基礎をしっかりと教え込むために、

いろいろな努力を重ねている。これらの新しい努力の中で最も重要なものは、製造業

リーダー育成のカリキュラムである。これは産業界をスポンサーとして、工学部と経
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営学部の大学院が共同で運営している二年間の修士課程で、生産技術の研究と実習に

関する新しい知的パラダイムを創造するとともに、最新の経営学と工学の知識を製造

現場に適用する技能を身につけた新しい経営管理層を育成しようというものである。 

 

まさにＭＯＴ教育の目的そのものである。 

このようなことをすでに約３０年前から米国は志向していたのである。 

次章では改めて、ＭＯＴの定義とその必要性について考えてみることにする。 

 

2.3  MOTの定義 
ＭＯＴには様々な定義がなされている[1]。 
①経済産業省大学連携推進課「技術経営のすすめ ＭＯＴ」 
技術経営（ＭＯＴ）とは、「技術に立脚する事業を行う企業・組織が、持続的発

展のために、技術が持つ可能性を見極めて事業に結びつけ、経済的価値を創出し

ていくマネジメント」です。 
②亀岡 秋男氏（北陸先端科学技術大学院大学教授）  
・企業全体の経営革新の立場に立ち、企業理念、企業目的、企業戦略と一体と

なって技術戦略を開発し、これを実践する。 
・イノベーションを創出するダイナミックスプロセスと捉え、新技術知識の創

成、技術資産の蓄積、技術知識の製品活用における移行過程における効果的マ

ネジメントを推進する。 
・企業が保有する技術知識体系を新たな知識体系に変容させる行為であり、知

識体系の組み替えにより新たな価値を創造する。 
③山之内 昭夫氏（元大東文化大学教授） 
技術経営とは技術がかかわる企業経営の創造的、かつ戦略的なイノベーション

のマネジメントであり、企業が保有する技術知識を新たな知識体系に変容させ

る行為で、知識体系の組替えにより新たな価値を創造することである。 
④児玉 文雄氏（芝浦工業大学大学院工学マネジメント研究所長） 
（失われた１０年を離脱するために）実務経験の科学的分析を通して普遍的な

知識として体系づけられている「技術経営」。 
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⑤生駒 俊明氏（一橋大学大学院国際企業戦略研究科客員教授） 
・技術者が経営の手法を学ぶ。 
・技術系ではないマネジャーが経営上に必要な技術を理解する。 
・企業の競争力を高めるための研究開発戦略および技術の利用法を学ぶ。 
・新規の技術によって新たなビジネスを創出する手法を学ぶ（ベンチャー）。 
⑥松井 好氏（（社）科学技術と経済の会常務理事）[3] 
ＭＯＴ人材とは、企業が国際競争力を強化し、高い総合生産性を達成していく

ために、イノベーション過程の効果的運用方法、研究開発成果の技術価値・知

財価値、研究開発成果の起業化方法、起業化後の事業展開方法、関係者の動機

付け・衛生要因のケア、それらを含めた企業連携、産官学連携等の難問に通じ

た新しい専門人材である。 
⑦ＳＲＩ(Stanford Research Institute)[6] 
ＭＯＴの目的は、技術投資の費用対効果を最大化することである。 

 
上記のような様々な定義があるが、目的は技術視点からの日本事業の再生であり、

そのためのマネジメント方法の技術化である。マネジメントは人が行うものである。 
日経ｂｉｚＴｅｃｈの No.001（ＭＯＴの真髄）[4]にＭＯＴ人像が書かれている。 
・ ＭＯＴ人は、テクノロジーをマネジメントする。 
・ 技術の価値を最大限に引き出し、新製品や新事業を創出する。 
・ 「商売が下手」と胸を張らない。顧客の言い分はきっちり聞く。だが顧客の言

いなりにはならず、顧客が感嘆するものを届ける。 
・ 企画、営業、クレーム処理、必要があれば何にでも取り組む。 
・ 社内にこもらず、どこの誰とでも会う。 
・ 技術は大好き、でも技術一本やりではない。 
・ 年齢や職位にかかわらずエグゼクティブ。 
・ 卓越した技術全体で共有可能にする。 
・ 研究のための研究はせず、論文のための論文は書かない。 
・ ＭＯＴ人こそ、真のイノベーターである。 
本研究では、ぜひこのＭＯＴ人をイメージした提言を考えていきたい。 
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第 3 章 
本研究における仮説 

 
3.1 はじめに 
産/企業側は、大学や官庁に特に頼らずに自浄作用による革新活動を行ってきた。 
官/官庁は、以前は半導体、最近では NEDO等の取り組みは行ってきたが、他国ほ
ど業界全体を束ね、積極的な技術開発は推進してこなかった。 
学/大学側は、産業に直結する分野よりはアカデミックな分野に力を入れてきた。 
このことが現在の日本の競争力の遅れをもたらし、またＭＯＴの必然性が出てきた

といって過言ではない。また、現在の日本のＭＯＴ教育への取り組みはどちらかとい

うと、ＭＢＡの延長であり、欧米の模倣中心である。 
このような状況において、ＭＯＴをベースに日本企業が改革を進めるためには、

様々なトリガーが必要である。 
これまで我々は、コンサルティングの場において、開発力というものを提唱してき

た（詳細は第５章参照）[12]。これは、企画力、技術力、組織力、推進力を同時に高め

る取り組みが必要であり、そのレベルが高い企業は事業成果も上げているというもの

である。しかし、現状の日本企業の状況を見ると、この開発力だけでは不足しており、

さらにＭＯＴの視点が必要と考える。現在のＭＯＴに対する取り組みは産官学それぞ

れの取り組みの深さ、連携が欧米に比べて不足しているため、ある意味、ＭＯＴへの

取り組みも死の谷状態といえるかもしれない。 
今こそ、産官学が連携して、かつ産官学の中間にいるコンサルタント（診）を巻き

込み、ＭＯＴを推進していく必要があると考える。 
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3.2 仮説 
本研究を推進するにあたり、以下の３点の仮説を考える。 
１． 日本の製造業がさらに事業成果を上げるためには、これまでどおり、開発

力（企画力、技術力、組織力、推進力）を高めることは必須である 
２． 事業成果を上げることはもちろん、海外企業に対しても競争力を高めるた

めには、ＭＯＴ改革力を高めることが必須である。 
※ＭＯＴ改革力：開発力＋ＭＯＴ視点に則った様々なマネジメント能力

（知財、ナレッジ、産学官診連携、顧客起点マネジメント力、競合分析

力等） 
３． ＭＯＴ改革力を高めるためにの基盤として、 

・技術者として、最低限必要なマネジメント能力を持つこと 
・産官学診連携の実務直結のＭＯＴカリキュラムと場を作ること 
・企業側はマネジメント能力を高めるための場作り、教育を推進すること 
・官・診（コンサルタント）は、産と学がうまい連携をし、良いアウトプ

ットを出すための場作りとコーディネートを行う 
ことが必須である。 

この仮説に基づき、第４章で各国のＭＯＴ教育カリキュラムの比較、第５章で開発

設計技術革新のマネジメントレベル実態調査を実施、結果の考察を行い、提言をまと

める。 
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第 4 章 
各国のMOTカリキュラム動向比較 

 
4.1 はじめに 
各国のＭＯＴカリキュラムの動向比較をするにあたって、まずはずしてはならない

のは本家本元のマサチューセッツ工科大学（ＭＩＴ:Massachusetts Institute of 

Technologies）や起業家を多数輩出しているシリコンバレーのお膝元のスタンフォー

ド大学(Stanford University)を始めとしたＭＯＴ先進国のアメリカの大学カリキュ

ラムの分析である。また、欧州ではドイツをはずしてはならない。また、爆発的な勢

いで急成長をしている韓国、中国はアメリカに学びながら、独自の志向をつづけてい

るはずである。これらの国々のＭＯＴカリキュラムを素直に調査、比較し、その特徴

と良い点、日本が学ぶべき点を４．２項以降で考えていくことにする。 

4.2 欧米のMOTカリキュラム動向 
前述したように欧米のＭＯＴ教育は、１９９０年代から本格化し始めた。核となる

のはＭＩＴ(Massachusetts Institute of Technologies:マサチューセッツ工科大学)

とスタンフォード大学(Stanford University)である。アメリカでは従来、ＭＢＡ

（Master of Business Administration）教育が盛んに行われ、ＭＢＡ取得者が将来

を担う経営幹部候補として企業に積極的に雇用されていたが、新分野の開拓には最先

端の科学技術に関する知識が不可欠との判断から、1990 年代以降ＭＯＴのコースを設

ける大学が急増した。1999 年には、1980 年の５倍以上になっている（図表５）。 
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図表５：アメリカにおけるＭＯＴ設置大学数の推移[13] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）アメリカのＭＯＴカリキュラムの特徴 

アメリカのＭＯＴカリキュラムは伝統があるためか、様々なカリキュラムが準

備されている。 

・ 学部生が学士として勉強するコース 

・ 学部生がそのまま修士取得のために進学するコース 

・ 社会人が修士取得のためのパートタイム、週末のみ受講するコース 

・ 社会人が修士取得と関係なく、短期的に学習するためのコース 

等がカリキュラムとして準備されている。 

学部生がそのまま修士取得のために進学するコースでは、インターンシップ制

度が準備され、実務経験を行いながら学習できる環境配慮がなされているようで

ある。 

社会人が修士取得のためのパートタイム、週末のみ受講するコース、修士取得

と関係なく、短期的に学習するためのコース等、多くの学校で様々なカリキュラ

ムが準備されているようである。学校によって、工学修士も経営学修士取得可能

な大学もあるが、ＭＢＡコースから派生した学校、講座も多い。しかし、当初よ

りＭＯＴを意識したコースでは製造業向けをイメージしているだけあって、フィ

ナンシャルのカリキュラムに偏ることなく、様々なカリキュラムが準備されてい

る。 
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（２）欧州のＭＯＴカリキュラムの特徴 

  欧州のＭＯＴカリキュラムは比較的、米国のそれと類似しているが、授業科目

の中に開発設計に関わる実務的なものが含まれているのが特徴である。シュトゥ

ットガルト大学やマンチェスター大学の授業科目には、エルゴノミックス、ＣＡ

Ｄ/ＣＡＥ/ＣＡＰ、シミュレーション等の講座があり、まさに工科系大学が原点

のＭＯＴコースという特徴が表れている。 

  技術者が経営を学ぶことはとても重要であるが、日常の技術活動をマネジメン

トできた上で初めて、重要性が増すはずである。よって、欧州のＭＯＴカリキュ

ラムはとても実務的であり、学ぶことが多い。 

 

図表６：欧米のＭＯＴカリキュラム１[1] 
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図表７：欧米のＭＯＴカリキュラム２[1] 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ BSc:工学・理学系学士の略、BA:経営学学士の略、MSc: 工学・理学系修士の略 

 

図表８：欧米のＭＯＴカリキュラム３[1] 
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Technology
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Manufacturing 
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図表９：ＭＩＴの授業科目構成[1] 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１０：欧州の大学のＭＯＴの授業科目構成[1] 
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4.3 韓国のMOTカリキュラム動向 
韓国のＭＯＴカリキュラムは、１９７５年に KAIST（韓国科学技術院）がはじめ

た取り組みが最初といわれるが、本格化したのは１９９０年代中盤以降、各大学で

ＭＯＴコースが開設されてからである。韓国のＭＯＴコースの特徴は、学部出身生

向けのものとフルタイムの社会人を意識したものが多いということである。 

当初より、ＭＯＴ教育に熱心な企業は、三星、ＬＧや浦項製鉄のような大企業で

ある。浦項工科大学院のように産学が連携してカリキュラムを構築するケース、フ

ルタイム、工科大学から派生したコースも多いことから、韓国は企業もＭＯＴ教育

に力を入れ、かつ大学も企業に役立つカリキュラム作りをしているといえる。 

 

図表１１：韓国のＭＯＴカリキュラム１[14]を参考 
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図表１２：韓国のＭＯＴカリキュラム２[14]を参考 
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4.4 中国のMOTカリキュラム動向 
中国のＭＯＴカリキュラムは欧米型のＭＢＡに一部、技術系科目が追加された状

況のようである。また社会人がパートタイムで受講するというよりは、企業派遣さ

れた技術者がフルタイムで受講する状況であり、授業料も一般の会社員が支払える

ような金額ではない。 

まだ中国のエリートは、アメリカでＭＢＡを修得するケースが多いが、中国での

進学率がさらに上がりつつある現在、今後急速にＭＯＴカリキュラムは立ち上がる

であろう。また、欧米に学ぼうとする意識はとても高いため、欧米型のＭＯＴカリ

キュラムが普及すると思われる。 

しかし、ＭＢＡとＭＯＴでは狙うべき対象が異なり、かつ欧米追従型の技術開発

スタイルのため、中国社会にあった本格的なＭＯＴカリキュラムが立ち上がるには、

まだまだ時間がかかりそうである。 

 

図表１３：中国のＭＯＴカリキュラム[15]を参考 
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4.5 日本のMOTカリキュラム動向 

  日本では、１９８０年代後半から本格的にＭＢＡが立ち上がり始めたが、ＭＯＴカ

リキュラムは１９９０年代後半から立ち上がり始めたばかりである。カリキュラムは

どちらかというとアメリカのＭＯＴやＭＢＡの延長的なものがまだまだ多く、日本独

自のカリキュラムにはほど遠い。また、社会人学生に配慮され夜間制になっているが、

技術系の社会人が毎日参加することはほとんど不可能に近いため、カリキュラムのフ

レキシビリティーと現在の大学出身の講師中心に限らず、最先端の現場実務者が講師

になる、終業後に気軽に学校に行けるようになるような風土作り、企業と学校のリレ

ーションシップといった日本独自のＭＯＴコース作りが求められる。 
 

図表１４：日本のＭＯＴカリキュラム[1]他を参考 
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図表１５：日本のＭＯＴコースの授業科目構成[1]他を参考 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6 まとめ 

 ２００３年度に（社）日本能率協会にて実施された“（第２５回）２００３年度当面

する企業経営課題に関する調査[11]”によると、日本企業の現在の課題認識では、８位

に“グローバル化対応”、１０位に“研究・開発活動”があがっており、これは２０

０２年度調査よりポイントが大きく上がっている（図表１６）。 
  日本企業の製造拠点が東南アジア、中国にシフトし始めてから１０年ほど経つ。最
近は研究開発部門も現地工場の横にシフトしているケースが見受けられる。このこと

からもグローバル市場へ向けた研究開発活動の比重が今後、どんどん上がっていくこ

とが予想される。そのためにも日本の技術部門の付加価値を向上させることとグロー

バル人材の強化は大きな命題である。 
  グローバル人材の育成施策・仕組みの重視度しては、人材育成へのトップマネジメ
ントの関心と関与のポイントが高く、海外ビジネススクールなどへの派遣は低い（図

表１７）。研究・開発領域で特に重視している課題では、「経営戦略・事業戦略との一

貫性ある研究・開発テーマの設定」、「研究・開発とマーケティングの連携」、「研究・

開発成果達成までの期間の短縮化」といったテーマの課題認識が高い（図表１８）。
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大学院大学

芝浦工業大学

■技術経営中核講義
イノベーション概論
企業科学
研究開発マネジメント論
オペレーションズマネジ
メント論
知的財産マネジメント論
産学連携マネジメント論
技術標準化論
戦略ロードマッピング論
ベンチャー・ビジネス実践
論
■知識科学中核講義
知識経営論
システム科学方法論
知識システム論
知識社会論
比較知識制度論
科学計量論
科学哲学・科学史
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工学マネジメント論
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プロジェクト演習1
プロジェクト演習2
プロジェクト演習3
プロジェクト演習4
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■基本発展特別
マネジメント系
技術・産業論技術政策論
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世界経済動向分析
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プロジェクトマネジメント
プロジェクト評価
国際技術マネジメント
知的財産権
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イノベーション経営
新産業組織マネジメント

研究開発マネジメント
人的資源管理
マーケティング論
組織と戦略
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企業評価
証券市場論
国際金融
金融工学ファイナンス
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エネルギーシステム論
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環境プランニング
環境リスクマネジメント
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営戦略論、金融工学、航
空産業経営論、証券経済
論とコーポレート・ファイナ
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また、製造業における新商品・新事業の連続的開発上の最も大きな問題点は、「商品

化・事業化が組織横断的に進められていない」、「開発型プロジェクトリーダーが不足

している」「全社的な開発戦略が確立されていない」、「研究・開発のテーマ設定にお

いて市場性が十分配慮されていない」、「開発担当者の商品コンセプト構想力が弱い」

といったテーマの問題意識が高い（図表１９）。このあたりに日本のＭＯＴ教育の活

性化に向けたヒントが隠されていると思われる。 
現在の日本のＭＯＴカリキュラムは上記のようなことが考慮され、さらなるイノベ

ーションが起こるようなカリキュラムとして設定されているであろうか。戦略やフィ

ナンシャルに偏ったアメリカのＭＢＡの焼き直しのＭＯＴカリキュラムでなく、日本

独自の技術者のマネジメント力強化育成、元々英語力が弱い日本人のビジネス英語力

強化といった日本の弱みを補完し、かつ強みを意識した独自のＭＯＴカリキュラム作

りが今こそ望まれる。 
図表１６：日本企業の課題認識[11] 

現在（２００２年）の課題認識 現在（２００３年）の課題認識
1位 財務体質（あるいは収益性向上） 39.9 1位 財務体質（あるいは収益性向上） 34.7
2位 ローコスト経営 28.6 2位 ローコスト経営 27.7
3位 事業化戦略・差別化戦略の立案 26.7 3位 事業化戦略・差別化戦略の立案 27.5
4位 新事業・新商品 25.4 4位 売上高（あるいはシェア向上） 27.1
5位 売上高（あるいはシェア向上） 24.7 5位 ＣＳ（顧客満足）経営 25.6
6位 ＣＳ（顧客満足）経営 21.9 6位 新事業・新商品 25.4
7位 人事・処遇制度（システム） 14.8 7位 スピード経営 15.1
8位 スピード経営 14.5 8位 グローバル化対応（グローバル経営） 14.9
9位 グループ企業再編（または連結経営） 12.6 9位 企業文化・風土の刷新、強化 12.8
10位 企業文化・風土の刷新、強化 12.4 10位 研究・開発活動 11.1
11位 既存事業 11.9 11位 グループ企業再編（または連結経営） 10.7
12位 グローバル化対応（グローバル経営） 10.4 12位 人事・処遇制度（システム） 9.6
13位 リスク・マネジメント 6.7 13位 既存事業 9.2
14位 研究・開発活動 6.7 14位 企業理念・経営哲学・ビジョン 9
15位 企業理念・経営哲学・ビジョン 6.5 15位 リスク・マネジメント 7.3
16位 ＩＴ・情報ネットワークの構築・活用 5.6 16位 企業イメージ（コーポレート・ブランド） 5.6
17位 能力開発（知力向上） 5.2 17位 ＩＴ・情報ネットワークの構築・活用 5.5
18位 企業イメージ（コーポレート・ブランド） 5 18位 コーポレート・ガバナンス 4.3
19位 流通構造変化への対応 4.8 19位 流通構造変化への対応 3.8
20位 コーポレート・ガバナンス 4.6 20位 能力開発（知力向上） 3.6
21位 企業間連携 3.7 21位 環境・資源問題 3
22位 環境・資源問題 3.3 22位 雇用問題 1.3
23位 ホワイトカラーの生産性 2.8 23位 企業間連携 1.1
24位 社会との共生 0.2 24位 社会との共生 0.6
25位 その他 0.2 25位 その他 0.9

無回答 0.2 無回答 0.8
n=461（マルチアンサー）単位% n=531（マルチアンサー）単位%

*2003年度は「ホワイトカラーの生産性」
を削除し、「雇用問題」を追加  
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図表１７：グローバル人材育成の施策・仕組みの重視度[11] 
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図表１８：研究・開発領域で特に重視している課題[11] 
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図表１９：新製品・新事業の連続的開発上の大きな問題点[11] 
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第 ５ 章 
開発設計技術革新に関するマネジメントレベル実

態調査 

 
5.1 はじめに～実態調査の目的 
本実態調査の主目的は、 
（１）日本の研究・開発設計部門のマネジメント実態を調査し、業種・業態別等の

特性をふまえ、ＭＯＴ視点からの成功ポイントは何か 
（２）上記の結果から考察される今後の研究・開発・設計マネジメント、ＭＯＴ教

育へフィードバックする点は何か 
を探るという２点である。 

5.2 研究の特色と含意 

これまで、固有技術の動向についての実態調査は、過去からあらゆるところで実

施されているが、マネジメントレベルの実態調査はあまり実施されていない。国際

比較調査についても同様である。 
本調査における理論的含意と実践的含意は、 
（理論的含意） 
・産官学＋診（コンサルタント）の連携強化に向けた視点の発見 
・Ｒ＆Ｄが事業貢献するための必須パラメータの考察 
（実践的含意） 
・日本企業が活性化するための提言を通じ、産業界に役立てる 
・ＪＡＩＳＴの知識科学研究科、ＭＯＴコースに貢献 
である。 
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5.3 研究の方法と計画 

研究を進めるにあたり、以下のような方法と計画を立案した。 
（１）ダイヤモンド社が保有する１部、２部上場企業リスト及び、私が所属す

るＪＭＡＣの顧客データベースの企業の研究、開発、設計、生産技術、技

術企画、経営企画部門にアンケートを２００４年７月中旬に郵送、８月下

旬までに回収した（３０７０件郵送、２５６件回収（回収率：８．３％））。 
（２）業種別の差異を明確化するために、設問の始めで、業種別分類と研究開

発系/開発設計系の分類を行った。 
設問は今後の課題以外は単純な選択式にせず、基本的に４レベルの設問と

することで、回答の簡素化、分析の簡素化につなげた。 
（３）ＭＯＴ視点の様々な関連性、相関を見るためにクロス分析を行った。 

 
また今後、海外にも同様な調査票を配布し、比較調査を実施予定である。 

 

5.4 実態調査実施にあたっての仮説と設問のフレ

ームワーク 

   
（１）開発設計部門を取り巻く環境に関する基本認識 

実態調査実施にあたり、現在の日本の開発設計部門を取り巻く環境を、以下の

ように認識している 
① 日本の製造業は、工場機能だけでなく、開発部門も各国の製造拠点の横に構築

されつつある。 
② 各国の開発拠点では現在、日本で開発されたベース商品・技術を各国別にアレ

ンジ設計することがミッションではあるが、今後は日本の開発部門の存在自体

が問われる。 
③ バブル崩壊後の景気低迷で日本の開発部門では技術者を削減してきた。そのつ

けが、景気回復のスピードの加速を遅くしている。 
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④ 最近、ＭＯＴ(Management of Technology)に注目が集まっており、技術者に
求められる役割が変わりつつある。 

（２）これからの研究・開発設計部門に求められる課題仮説 
上記の研究・開発設計部門を取り巻く環境に関する基本認識を受けて、これか

らの研究・開発設計部門には以下のようなことが求められると考える。 
① さらなる“開発部門を起点とした価値創造”機能 
② 中長期的視点に則り、商品開発を徹底的に意識した技術戦略、技術企画 
③ 顧客、競合を意識し、技術者自体も商品企画に参画する 
④ 自社内はもちろん、顧客、アウトソース、アライアンス等を意識したコンカレ

ントエンジニアリングとコラボレーション 
⑤ 開発期間短縮と設計品質を同時実現するための技術者のスキルアップ 
⑥ 開発部門全体での革新意識醸成と各自の革新コミットメント 
これらを実態調査結果から考察していくこととする。 
（３）設問のフレームワークとオリジナリティー 

設問の作成にあたり、下記のフレームワークを考えた。 
① ＭＯＴ視点を１１項目設定し、設問作成に取り入れた 。 

 テーマ・マネジメント 
 ベンチマーキング 
 顧客起点のマネジメント 
 研究・開発・設計プロセスマネジメント 
 チーム・マネジメント 
 産学官診連携マネジメント 
 ナレッジ・マネジメント 
 知財創出・蓄積マネジメント 
 技術革新マネジメント・戦略的な技術開発 
 イノベーションマネジメント・戦略思考の人材育成 
 社内ベンチャー制度 
これらを集計、分析し、開発力、事業成果との相関、または必要に応じ、設問

間のクロス分析を行った。 
② 研究開発系/ 開発設計系、業種別の特性に着目して分析を実施した。 
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③ これについては、研究開発のマネジメントは研究系と開発設計系で特性が違う

と判断し、必要に応じて、分けて考察を行った。  
④ 結果は、日本経済新聞、日刊工業新聞等を活用して、世の中に発信（ＪＭＡＣ

コネクション）＋ＪＡＩＳＴコネクションを通じ、世の中に発信する予定であ

る。 
⑤ なお、調査は従来からＪＭＡＣで行っているプラットフォームも活用するため、

過去３年前に実施した調査とのトレンド比較も行った。 
 

図表２０：設問のフレームワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

社内ベンチャー
制度*

イノベーションマネジメント・戦略思考の人材育成*

知財創出・蓄積
マネジメント*ナレッジマネジメント*

ベンチマーキング*
テーマ
Ｍｇｔ

技術革新マネジメント・戦略的な技術開発

研究・開発・設計プロセスマネジメント

産官学診連携マネジメント*

チーム
マネジメント

業界特性

顧客起点の
マネジメント

開発特性国別特性

事業貢献度

事業成長率

顧客貢献

組織貢献

・

・

＊＊特性

*:今回の研究における新規調査項目
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5.5 開発力とＭＯＴ改革力について 

本調査では開発力というものを定義、使用した。これは、「開発力＝企画力＋技

術力（固有技術をマネジメントする力）＋遂行力＋組織力」と定義したものである。

過去のＪＭＡＣにおける研究にて、開発力と事業成果はほぼ相関関係にあるという

ことをふまえ、それぞれの設問に対し、開発力の高低と相関があるかを調査した。 
 

図表２１：開発力とは 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
提言、考察の文章の中で、『開発力が高い』、『開発力が低い』とあることに関する

記述上の留意点を以下に述べる。 
今回のアンケートの設問の中で、現状の開発力水準を、「企画力」、「技術力」、「組

織力」、「業務遂行力」の 4軸ごとに、レベル 1～レベル 4の中から選択してもらった。 
その 4軸の設問の全項目に回答した企業、事業所に関して、それぞれの水準を合計し
た。（総合）開発力は、その 4軸の水準を合計したものである。 
（総合）開発力は、レベル 4からレベル 16で分布する（３－１項参照）。 
 ①開発力レベル 4～8の回答企業、事業所：A群（開発力低い）：回答数=78件 
 ②開発力レベル 9～11の回答企業、事業所：B群（開発力は並）：回答数=136件 
 ③開発力レベル 12～16の回答企業、事業所：C群（開発力高い）：回答数=39件 
提言、考察の文章の中で、『開発力が高い』『開発力が低い』とある場合は、上記の層

別をして集計した結果を使っている。 
本調査のテーマのＭＯＴ改革力とは、開発力とそれを補完する５．４項で記述した
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ＭＯＴ視点による改革推進力の和とん考えた。このＭＯＴ視点のどこがポイントと

なるかから、提言に落とし込んでいく。 
 

5.6 回答企業/事業所について 
今回の調査で回答のあった 2５６事業所の構成を、図表２１から図表２３に示す。 

図表２２：業種別アンケート回答件数と構成比率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表２３：回答企業の資本金と事業部門の年間売上高 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

業種の分類 件数 比率

精密機械 12 4.7%

電子機器・部品 30 11.7%

電気機器 21 8.2%

機械 39 15.2%

自動車関係 35 13.7%

輸送機(除自動車関係) 7 2.7%

金属製品 6 2.3%

食・薬・化学 44 17.2%

素材 17 6.6%

建設土木 28 10.9%

通信・ソフト 5 2.0%

その他製造業 12 4.7%

合計 256 100.0%

資本金 件数 比率

5億円未満 19 7.7%

5～10億円未満 7 2.8%

10～50億円未満 52 21.0%

50～100億円未満 39 15.7%

100～500億円未満 81 32.7%

500～1000億円未満 22 8.9%

1000～3000億円未満 20 8.1%

3000億円以上 8 3.2%

合計 248 100.0%

全社年間売上高 件数 比率

10億円未満 1 0.4%

10～50億円未満 5 2.0%

50～100億円未満 7 2.9%

100～500億円未満 62 25.3%

500～1000億円未満 43 17.6%

1000～3000億円未満 56 22.9%

3000～5000億円未満 16 6.5%

5000億円～１兆円未満 25 10.2%

１兆円以上 30 12.2%

合計 245 100.0%



 31

図表２４：回答の立場 
 
 
 

比率
(1) 会社全体の立場 57.4%
(2) 特定事業所（事業部）の立場 42.6%

計 100.0%

比率

（1）研究所系（基礎研究･応用研究等） 27.2%

（2）製品開発系 72.8%

計 100.0%
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5.7 調査結果概要 
１．研究開発投資～売上高研究開発費比率 
売上高研究開発費比率で最も回答が多かったのは 1～3％未満である（30.3％）。次に
多いのは 3～5％未満である（24.9％）。一方、10％を超える事業所は 7.5％存在する。 
業種別に見ると、売上高研究開発費比率が最も高いのは電子機器・部品（平均 7.0％）
である。 
 
日本の景気低迷は底打ちというが、前回調査（2001 年）においても売上高研究開発
費比率で最も回答が多かったのは 1～3％未満と今回調査と同様の傾向であり、研究
開発投資についてはまだまだ景気好調の際の水準には戻っていないといえる。 
業種別平均を見ると、電子機器・部品(7.0％) 、精密機械(6.5％)、電気機器(5.7％)が
高いが、10％を超える事業所が多い業種は、電気機器と通信ソフトである。前回調査
と比較すると、電子機器・部品は 4.8％だったことからすると、電子機器・部品業界
は半導体の景気回復動向も寄与し、投資意欲が高まってきたといえる。 
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図表２５ 売上高研究開発費比率-全体 (N=241)
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１－２ 研究開発、製品開発の成果､事業貢献～新製品売上高比率 
新製品売上高比率は 0～5%未満が 23.2%と最も回答率が高い。 
業種別に見ると、電子機器・部品、通信・ソフト、精密機械、電気機器が相対的に高

く、建設土木、輸送機が相対的に低くなっている。 
 
新製品売上高比率を業種別に見ると、電子機器・部品、通信・ソフト、精密機械、電

気機器が相対的に高い。これらの業種は、前回調査（2001年）でも上位にきており、
また、モデルチェンジサイクルも短縮化傾向にある。 
更に、開発力の高い事業所と低い事業所で平均値を比較すると、開発力の高い事業所

ほど新製品売上高比率が高い傾向にある。 
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１－３ 開発設計・技術部門の人員動向～技術者比率 
事業所全体の人員に対する技術者比率は、平均で 30.1％となっている。 
 
事業所全体の人員に対する技術者比率は、平均で 30.1％となっている。前回調査
（2001年）では、24.5％、前々回調査（1997年）では 18.7％であったことから、増
加傾向にあることがうかがえる。 
業種別に見てみると、精密機械、建設土木、通信・ソフト、電子機器・部品が相対的

に高くなっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３０ 業種別技術者比率(N=233)
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３．開発力 
３－１ 現状の総合開発力水準 
前回調査と比較して、今回の調査では総合開発力が若干低くなっている。 
また、4 つの軸の中では、企画力の水準が最も低い。これも前回調査（2001 年）と
同じ傾向である。 
 
本調査では、開発力を 「企画力」、「技術力」、「組織力」、「遂行力」の 4 つの軸で考
えており、それぞれの合計値を総合開発力としている。 
総合開発力水準を業種別に見ると、比較的高い水準にあるのは、通信・ソフト：10.6、
精密機械：10.1、輸送機：10.1、自動車関係：10.0である。 
また、前回調査からの伸び率で見ると、著しく伸びているのは、精密機械、輸送機で

あり、逆に減少しているのは通信・ソフト、建設土木、機械、電子機器・部品である。 
さらに、最も水準の低い企画力について業種別に見てみると、かなりばらつきがある。

最も高い水準にあるのは、通信・ソフト、精密機械であり、低い水準にとどまってい

るのは、素材、電気機器である。 
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図表３２ 業種別の総合開発力の平均値(N=253)
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３－２ 開発力の強化点 
現在は技術力強化に注力している事業所が多く、その比率は減少しつつある。 
次に注力しているのが業務遂行力で、その比率は増加しつつある。 
今後は、企画力強化を志向している事業所が多く、その比率は増加傾向にある。 
 
現在の開発力強化点として、最も多いのは“技術力強化”である。この傾向は前回、

前々回の調査と同じであるが、その比率は減少傾向にある。（1997年：56.3％、2001
年：46.7％、2004年：44.1％） 
業務遂行力が現在の強化点であるという比率は増加傾向にあり、前々回の調査と比べ

ると、今回調査では倍増している（1997 年：12.3％、2001 年：17.8％、2004 年：
25.0％）。 
3年後の開発力強化点として、最も多いのは“企画力強化”である。この傾向は前回、
前々回の調査と同じである（1997年：39.0％、2001年：45.7％、2004年：44.8％ ）。 
前回、前々回と傾向が同じということは、全業種を通じて企画力強化が重要な課題で

あるが、なかなか強化策が効果をあげていないと考えられる。今後は技術者のための

企画力強化に対する教育を充実させる必要性があると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３３ 現在と3年後の開発力強化点(N=244)
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４．開発設計におけるテーマの実態 
４－１ 開発設計部門で 1年間に実施するテーマ件数の増加傾向 
中期的には、開発設計部門で 1年間に実施する開発・設計テーマ件数は微増傾向であ
る。 
 
開発設計部門で１年間に実施する開発・設計テーマ件数の増減傾向を現在を１００と

して指数化した場合、３年前が９８、３年後（予想）１１１であった。 
業種別に見ると次のような特徴があった。通信・ソフト、自動車、精密機械、電気機

器、機械、食・薬・化学、その他製造業では、３年前から現在そして３年後に向けて

連続して開発・設計テーマ件数が増加すると予想している。また、開発・設計テーマ

が３年前から現在にかけて減少、現在から３年後にかけて増加するとしている業種は、

電子機器・部品と建設・土木であった。３年後、現在よりも開発・設計テーマが減少

すると見ている業種は、金属製品、輸送機（除自動車）であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（平均）
図表３４ 開発・設計テーマ件数の増減傾向（N=234）
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１００
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図表３５ 開発・設計テーマ件数の増減傾向－業種別(N=234)
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４－２ 開発設計・技術部門で１年間に実施する開発設計テーマ、業務への工数配分

について 
先行開発、新製品開発への投入工数は約５５％であり、前回調査（2001 年）と比較
しても大きな変化はない。 
開発力の高い事業所では、先行開発、新製品開発への取り組みが進んでいる。 
 
開発設計・技術部門で１年間に実施する開発・設計テーマの業務への工数配分は、 
Ａ：先行開発（要素技術、解析・設計技術、製造技術など）、先行標準化 17.2％ 
Ｂ：新製品開発、既存品のフルモデルチェンジ、基本機種開発・設計 38.2％ 
Ｃ：派生製品機種の開発、設計受注オーダー設計、既存品の改良 31.9％ 
Ｄ：不具合フォロー 12.7％ 
であった。 
前回調査（2001年）の実態調査結果と比較した場合、ほとんど変化していない。 
また、開発力の高い事業所の工数配分は以下の通りである。 
Ａ：先行開発（要素技術、解析・設計技術、製造技術など）、先行標準化 23.8％ 
Ｂ：新製品開発、既存品のフルモデルチェンジ、基本機種開発・設計 42.7％ 
Ｃ：派生製品機種の開発、設計受注オーダー設計、既存品の改良 25.3％ 
Ｄ：不具合フォロー 8.3％ 
であった。 
 開発力の高い事業所は、低い事業所と比較して、先行開発への投入工数が高く（1.8
倍）、不具合フォロー工数が低い（0.6倍）という傾向が出ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

A．先行開発（要素技術、解析・設計技術、製造技術など）、先行標準化

B．新製品開発、既存製品のフルモデルチェンジ、基本機種開発・設計

C．派生製品、機種の開発、設計受注オーダー開発・設計、既存製品の改良

D．不具合フォロー

A．先行開発（要素技術、解析・設計技術、製造技術など）、先行標準化
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C．派生製品、機種の開発、設計受注オーダー開発・設計、既存製品の改良

D．不具合フォロー
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B．新製品開発、既存製品のフルモデルチェンジ、基本機種開発・設計

C．派生製品、機種の開発、設計受注オーダー開発・設計、既存製品の改良

D．不具合フォロー
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図表３６ 開発設計テーマ、業務への工数配分(N=242)
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４－３ 開発設計テーマの実施・完了率について～中期計画・年間計画で立案した開

発設計のテーマの内、事業化、販売に結びついたテーマ数 
中期計画・年間計画で立案した開発設計テーマの２／３は事業化、販売化実現に結び 
ついていない厳しい状況である。 
 
中期計画・年間計画で立案した開発設計のテーマの内、事業化、販売に結びついた 
テーマ数比率は次の通りであった。 
①50％以下が 35.7％、②51％～70％が 27.3％、③71％～80％が 16.5％ 
④81％～90％未満が 12.4％、91％以上が 8.0％ 
中期計画・年間計画の事業化、販売化への厳しい状況がうかがわれる。 
 業種別に見ると、建設土木、素材、食・薬・化学の完了率が低い。理由として、 
•テーママネジメント（テーマの選定、マーケティング等） 
•技術難易度が高い 
•プロジェクトマネジメント不充分 
等が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 50％以下
35.7%

② 51～70％
27.3%

③ 71～80％
16.5%

④ 81～90％
未満
12.4%

⑤ 91％以上
8.0%

① 50％以下
35.7%

② 51～70％
27.3%

③ 71～80％
16.5%

④ 81～90％
未満
12.4%

⑤ 91％以上
8.0%

図表３７ 開発設計テーマの実施・完了率(N=249)
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５．開発設計における QCD実態 
開発設計における QCD向上への要請がますます大きくなっている中で、設計品質水
準や、目標コスト達成度における状況は悪化傾向にある。 
そういった状況に対する今後の重要施策は、QCD のどの軸をとっても先行開発のポ
イントが高い。 
 
設計品質水準、目標コスト達成度は、過去の調査トレンドで見てみると、大きく悪化

傾向にあることが分かる。一方、納期遵守の水準は低位ながら若干向上している。 
また、開発力の高い事業所群と低い事業所群で比較してみると、QCD 全てについて
大きく差があることが分かる。したがって、企画力、技術力、組織力、遂行力全ての

軸に対しての開発力強化活動が QCD向上に必須である。 
QCD 全般を満足するためには先行開発の充実化が必須であり、かつ、開発期間短縮
を実現するためには、技術開発と製品開発の並行化が重要な課題と思われる。 
また、QCD 目標の達成水準の低い業種は、電気機器、電子機器・部品、機械があげ
られるが、これらの業種の開発プロセスパターン（6-4項参照）は、「ズルズル遅れ型」
になっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３８ 開発設計のQCDが「うまくいっている」と認識している事業所の比率(N=238)
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38％

42％

54％

79％

68％

78％

21％

36％

51％

図表３９ 開発設計のQCDが「うまくいっている」と認識している事業所の比率に
対する開発力の「高」「低」での比較(N=238)

（N=238） （N=37） （N=73）
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５．開発設計における QCD実態 
５－１ 開発設計の品質～開発設計品質／完成度の現状 
約半数の事業所が「開発設計起因のトラブルが多い」と回答している（45.8％）。  
 
設計品質水準は、前回調査(2001年)より、19ポイントも下がっている。 
これは、設計品質向上／設計完成度向上に対する要求水準が高まり、各事業所での取

り組み自体が追いついていないためと考えられる。 
業種別に見てみると、食品・薬品・化学、素材などのプロセス系、建設土木、自動車

関係が他業種に比べてうまくいっていて、電気機器、電子機器・部品、輸送機の事業

所はうまくいっていないと答えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４０ 開発設計品質／完成度の現状について（業種別比較）(N=238)

開発設計起因のトラブルが多い 開発設計起因のトラブルはあまり起きてない
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５－２ コストダウン～コスト目標の達成度 
半数以上の事業所が「コスト目標は未達であることが多い」と回答している（62.0％） 。 
 
目標コスト達成水準は、前回調査(2001年)より、16ポイントも下がっている。 
過去 2回の調査と比較してみると、これまでは QCDの中で納期達成率が最も低い水
準だったが、今回調査ではコストの達成率が最も低い水準になっている。 
業種別に見てみると、通信・ソフト、食品・薬品・化学は他業種に比べて達成度が高

い。一方、機械、電子機器・部品は他業種に比べて達成度が低い水準になっている。

このことは、QCDに対する要求水準が高まっている中で、キーデバイスの外部購入、
直接費比率の低減など直接コントロールできるコスト費目が少なくなり、多くの制約

条件の中で原価低減活動を行わざるを得ないためと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４１ 目標コストの達成度 (N=245)
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５－３ 開発設計の期間短縮～開発設計の期間短縮に対する要請の変化 
半数以上の事業所が「開発納期はあまり守れていない」と回答している（57.9％） 。 
 
開発納期達成水準は、前回調査(2001年)から若干改善されている（6ポイント増加）
が、相変わらず低い水準にとどまっている。 
これは、30%程度という高い要求水準に対応するのが困難な状況を表している。 
業種別に見てみると、自動車関係、通信・ソフト、金属製品は他業種に比べて達成度

が高く、精密機械、電子機器・部品、電気機器、機械は他業種に比べて達成度が低い

水準になっている。 
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図表４２ 開発納期の遵守度 (N=240)

市場要求に対しての開発納期が守れている 市場要求に対しての開発納期があまり守れていない
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６．開発設計マネジメントの現状と課題 
全体的に開発期間が短くなってきている中で、日常の混乱状態や要素技術開発が未完

成なまま製品開発を行わざるを得ない状態が続いている。 
 
代表担当製品における基本機種開発のモデルチェンジサイクルの変化傾向は、前々回

調査（1997年）と同様に「短くなってきている」という回答が６割を超えている。 
そのような状況の中で、開発設計部門の日常マネジメントの動向を見てみると、先行

開発が未完成、開発計画の破綻、若手がなかなか育たない、技術財産の蓄積が困難な

ど、非常に混乱している状況を問題視している事業所が多いことがうかがえる。 
このような状況を打破するために、今後の取組み課題として突出しているのは「事前

課題発掘力・先行技術検討力の充実化」となっている。このことから、スキルの高い

技術者やプロジェクトリーダーのリソースを開発の源流段階によりシフトさせるこ

とで技術課題解決のスピードアップを図り、スムーズな開発推進を図ることが、より

重要になってきていると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４３ 開発設計マネジメントの現状実態の問題傾向(N=248)

図表４４ 開発設計マネジメントの今後の課題(N=248)
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＜技術力向上のマネジメント＞
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６－４ 開発設計プロセスパターン 
「納期がズルズル遅れてしまう」、「何とか納期だけは遵守するが出荷後も混乱状態

が続く」というパターンが過半数を占める（62.1％）。 
 
「納期がズルズル遅れてしまう」、「何とか納期だけは遵守するが出荷後も混乱状態

が続く」というパターンが過半数を占める（62.1％）が、開発力の高い事業所と低い
事業所で比較すると明らかに差が出ている。開発力の高い事業所は低い事業所に対し

て、「納期を遵守しスムーズに開発を完了している」比率は約２倍に達している。 
業界別に見ると、自動車関係、金属製品は比較的よいプロセスパターンにあるが、電

子機器・部品、電気機器、機械は比較的混乱状態にとどまっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４５ 開発設計のプロセスパターン (N=240)
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図表４６ 開発設計のプロセスパターン比較(N=240)
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７．その他の開発設計マネジメント 
７－１ ソフトウェア開発マネジメント～ソフトウェア技術者比率 
ソフトウェア技術者の比率は、全体では「0～25％」が最も多い（48.8％）。 
 
業種別で見ると、ソフト専業を含む通信・ソフト業界を除くと、電気機器、電子機器・

部品、精密機械での比率が高い。 
前回調査（2001年）と比較して、ソフトウェア技術者の比率は若干増加している。 
特に伸びの大きい業種は、機械、電気機器、電子機器・部品である。 
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図表４７ 業種別ソフトウェア技術者比率 (N=112)
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７－２ デジタルエンジニアリング～現在の３Ｄ－ＣＡＤ台数比率と今後の増設予

定後の台数比率 
現在の 3D-CADの導入比率は、91％以上が最も多く、次いで 21～30％である。 
3年後の 3D-CADの導入予定比率は、91％以上が最も多く、次いで 51～60％である。 
 
現在、3D-CADの導入比率は、事業所により大きなばらつきがあり、91％以上が最も
多く（17.7％）、次いで 21～30％となっている。 
前回調査（2001年）で最も多かった 10％の以下の事業所の割合が 49.4％から 5.1％
に減少している一方、91％以上の事業所の割合が 9.9％から 17.7％に増加しており、
3D-CADの導入が拡大していると考えられる。 
ただし、前回調査（2001 年）の 3 年後の導入予定と比較すると、現在の導入状況は
若干遅れているようである（全体が 48.0％（3年前の導入予定）→45.2％（現在の導
入状況）、自動車が 70.0％（3年前の導入予定）→67.6％（現在の導入状況））。 
3年後の導入予定比率は、91％以上が最も多く、次いで 51％～60％がとなっており、
この 3年間で全ての CADを 3D化する予定の事業所、半数以上を 3D化する予定の
事業所が多いと考えられる。 
また、3D-CAD の導入比率が 70％以上の事業所と 70％未満の事業所を比較すると、
品質トラブルが少ない事業所の割合が、70％以上の事業所は 51.2％、70％未満の事
業所は 40.9％であり、開発納期を遵守している事業所の割合が、70％以上の事業所
は 53.5％、70％未満の事業所は 36.6％となっており、導入を積極的に進めている事
業所の方が 3D-CADを効果的に活用していると考えられる。 
3D-CADの導入比率が高い業種は、自動車関係、輸送機、精密機械であり、前回調査
（2001 年）において自動車関係が圧倒的に高かった結果と比較すると、それ以外の
業界でも 3D-CADの導入が進んでいると考えられる。 
３D-CAD の導入比率が低い業種は、食・薬・化学、金属製品、建設土木であり、こ
れは前回調査（2001年）と比較して同様の傾向である。 
今後 3年に向けて 3D-CADの導入比率を高めようとしている業種は、食・薬・化学、
電子機器・部品、建設土木である。 
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図表４９ 3D-CAD導入台数比率平均(N=138)

図表４８ 現在の3D-CAD導入比率と3年後の導入予定比率(N=138)
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７－３ アライアンス（技術提携）～研究、開発、技術のアライアンスにおける状態

水準と今後の重点課題 
半数以上の事業所が、「提携先の探し方や選択基準がなく、特定の人脈で提携してい

る」、「開発スピードが提携先の実力で決定されてしまう」、「コストダウンがやりに

くい」などの問題を感じている。 
 
アライアンスをする場合の問題点・懸念点としては、「提携先の探し方や選択基準が

なく、特定の人脈で提携している」（59.6％）、「開発スピードが提携先の実力で決定
されてしまう」（56.7％）、「コストダウンがやりにくい」（54.0％）などが上位に挙げ
られた。 
「コストダウンがやりにくい」という問題は、前回の調査ではほとんど問題とされて

いなかったが、今回大幅に増加した。このことから、提携依頼元でのコスト削減活動

が必要になってきている、もしくは、提携先がなかなかコストダウンに応じてくれな

いこと等が理由として考えられる。 
今後の重点課題としては、 「提携先の探し方や選択基準がなく、特定の人脈で提携
している」、「コア技術戦略が曖昧なため、製品化できないとか技術の波及効果が少な

い」などを解決することが望まれており、より技術のある提携先を探し、戦略と連携

したコア技術の確立を指向していると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表５０ アライアンスにおける現在の状態水準と今後の重点課題(N=222)
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８．技術者の教育（Off-JT：Off the Job Training、業務以外の教育）～Off-JT教育
の年間平均日数 
新人層への Off-JT 教育日数が減少し、中堅層、ベテラン層でもの教育日数が不充分
な状態が恒常化している。 
 
Off-JT教育の１年間の平均日数は、新人層１７日、中堅層９日、ベテラン層６日であ
った。1994 年からの実態調査結果と比べて中堅層、ベテラン層がほぼ横ばい状態で
あるのに対して新人層の Off-JT年間教育日数の減少が著しい。 
技術のアウトソーシングが日常化している中、中堅層への教育強化は重要な課題と思

われる。 
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図表５１ Off-JT教育の年間平均日数(N=206)
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９．価値創造に向けた R&D革新 
９－１ 顧客指向マネジメントの現状水準 
“顧客指向の徹底とニーズ発掘力”の強化には力を入れているが、“提案力”、“実現

力”についてはまだまだという事業所が多い。 
 
本調査では、顧客指向マネジメントを、“顧客指向の徹底とニーズ発掘力”、“提案力”、

“実現力”の 3つの軸で考えている。 
各業種とも“顧客指向の徹底とニーズ発掘力”の強化には力を入れているが、“提案
力”、“実現力”についてはまだまだという事業所が多い。 
業種別に見ると、 
・顧客指向の徹底とニーズ発掘力は、精密機械、通信・ソフト 
・提案力は、精密機械、機械 
・実現力は、通信・ソフト、精密機械 
がそれぞれ高い。 
精密機械は他業種よりも事業成長率、収益性が非常に高いことから、顧客指向マネジ

メントの徹底もこれに大きく寄与していると思われる。 
通信・ソフトは比較的個別受注性が強いため、顧客指向マネジメントのポイントは高

いが、事業成長率、収益性ともあまり良くない。よって、通信・ソフトについては、

顧客指向だけでなく、収益性を考慮した提案、実現のマネジメントを推進する必要が

あると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

顧客指向の徹底と
ニーズ発掘力

提案力

実現力

図表５２ 顧客指向マネジメントの現状水準について(N=250)
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９．価値創造に向けた R&D革新 
９－１ ナレッジマネジメント 
ナレッジマネジメント活動に熱心な事業所ほど、開発力が高く、ソフトウェアにおい

てはバグを源流で発見できている。 
 
ナレッジマネジメントの推進状況を見ると、開発中の技術資産蓄積活動に比べ、開発

後の技術資産の蓄積、資産化の活動とトップダウンによる推進活動が弱いという結果

が出ている。 
これを業種別に見てみると、輸送機器（除自動車関係）、素材のナレッジマネジメン

トレベルが高いという結果が出ている。 
開発力の高い事業所と低い事業所を比較すると、開発中の技術資産蓄積活動（自プロ

ジェクト）のレベルに大きく差が出ている。 
また、開発プロセスパターン、ソフトウェアの品質と相関を取ってみると、ナレッジ

マネジメント水準の高い事業所ほど、開発プロセスパターンが源流解決型（パターン

3、4）、バグ密度曲線が源流バグ発見型（パターン 1）の比率が高いという結果が出
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自
Ｐ
Ｊ
Ｔ

仕
組
み

図表５３ 開発力の高い事業所のナレッジマネジメント水準(N=39)
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にも積極的にナレッジを蓄積、活用する風土がある。

開発のスタート時に過去のテーマ、他部門からのナレッ
ジを積極的に活用する動きをとっている。

開発推進中に、技術資料、ＤＲ資料等のナレッジが蓄積
されていく活動がなされている。

開発終了時に、振り返りを行い、蓄積すべきナレッジを
明確化し、蓄積活動を行っている。

蓄積されたナレッジを汎用化し、水平展開するための取
り組みを行っている。

ナレッジマネジメント推進（知識の創出・蓄積・活用）の啓
発・教育が適切に行われ、イノベーションスタッフが機能
している

ナレッジの蓄積・活用する行動をとる人が適切に評価さ
れる制度になっている

CKO（チーフ・ナレッジ・オフィサー：知識について責任と
権限を明確にもつ人）的な人が任命されて、適切に機能
している
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されていく活動がなされている。

開発終了時に、振り返りを行い、蓄積すべきナレッジを
明確化し、蓄積活動を行っている。

蓄積されたナレッジを汎用化し、水平展開するための取
り組みを行っている。

ナレッジマネジメント推進（知識の創出・蓄積・活用）の啓
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している

ナレッジの蓄積・活用する行動をとる人が適切に評価さ
れる制度になっている

CKO（チーフ・ナレッジ・オフィサー：知識について責任と
権限を明確にもつ人）的な人が任命されて、適切に機能
している
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９－２ 知財マネジメント水準 
新製品開発比率、先行開発投入工数の高い事業所ほど、知財マネジメントレベルの水

準が高い。 
知財マネジメントレベルの高い事業所は、事業成長率、収益率とも高い。 
 
知財マネジメント水準を研究所系と開発・設計系で比較してみて、あまりマネジメン

トレベルの差が見えないことは大きな問題である。今後の事業所の知財戦略を考える

と研究所系の知財マネジメント力強化が求められる。 
また、新製品開発比率 5％未満の事業所と 30％以上の事業所を比較してみると、知財
マネジメント水準には大きな差がある。 
特に、「技術者の特許に対する意識」、「インセンティブ」、「アウトソース、アライア

ンスも含めた末端までの浸透」という設問に対しては、著しい差が出ている。 
さらに、事業成長率、収益性についても同様の差が出ている。 
特許出願数の多い事業所と少ない事業所では、「特許に対する意識付け」、「競合分

析」、「応用特許への取り組み」に差が出ている。 
技術者１人あたりの年間特許出願件数は平均１件であり、４年前の実態調査のときと

の差は無い（2001年、2004年ともに平均 1件/人）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新製品開発比率５％未満 新製品開発比率３０％以上

図表５４ 知財マネジメント水準と新製品開発比率の比較(N=247)
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９－３ 社内起業マネジメント/ベンチャー制度、産官学診連携マネジメント水準 
業種を問わず、社内起業マネジメント、産官学診連携マネジメントを課題としている

事業所が多い。 
開発力の高い事業所は社内起業マネジメント、産官学診連携マネジメントともマネジ

メントレベルが高い 
 
社内で新規起業の際の会社のバックアップ、それを推進するビジネスプロデューサー

の育成といったものについては、業種を問わず、課題としている事業所が多い。ただ

し、開発力の高い事業所と低い事業所には顕著な差が出ており、会社としてバックア

ップの仕組みがある事業所は開発力も高くなるようなマネジメントが行われている

と考えられる。 
また、産官学診連携マネジメントについても開発力の高い事業所は問題であると回答

している事業所は少ない。業種別に見ると、自動車を除く輸送機メーカーの産官学診

連携のマネジメントレベルが高いという傾向が出ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表５５ 社内起業マネジメント、産官学診連携マネジメント水準(N=243)
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社内起業活動を短期的な利益にとらわれず、長い目で会社
が資源投入（人、 モノ、金）支援してくれる仕組みがあり、実
施されている

社内起業ができるようなビジネスプロデューサーやリーダー
育成の仕組みがあり、 人材が育っている

新規事業・起業に関しての評価、報償の仕組みが明確になっ
ている

産官学診との連携を志向し、成果に結びついている

産官学診の連携を志向するために、常に連携先の情報収集
ができている

産官学連携した場合、成果、特許の分配問題は、連携当初か
ら解決している

コンサルタント（大学講師等も含む）を活用している場合、効果
的に活用できている
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９－４ 技術革新のマネジメントに関する取り組み 
「技術・開発部門を中核として、事業部全体で関連部門間の技術強化・高度化の連携」

に対する問題意識が高い。 
 
技術革新のマネジメントに関する本設問のテーマは、“ビジョン”、“ミッション”、

“技術をベースにした革新力”である。 
本設問に対しては、業種別とマネジメントレベルの高低に顕著な差が出ている。 
業種別に見ると、 
・ビジョンレベルが高い：輸送機（自動車を除く）、建設土木、通信・ソフト 
・ミッションレベルが高い：金属製品、素材、建設土木、通信・ソフト 
のポイントが高い。 
また、開発力、収益性、ＱＣＤレベルについても、技術革新のマネジメント水準の高

い事業所は、ともにポイントが高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表５６ 技術革新のマネジメントに関する取り組みの水準(N=248)

問題である やや問題である あまり問題ない 問題ない問題である やや問題である あまり問題ない 問題ない

トップ、ＣＴＯ* が、技術を中核とした「新しい仕事（事業）づく
り」を、自らの責務としている

技術力を中核に、ロードマップ等のツールを活用し、事業成長
のビジョンが先行的に描き、技術・製品開発活動が着実に進
行している

差別化技術をベースに、顧客・事業貢献するという意識が、開
発集団に浸透している

開発集団には、技術を蓄積、高めあう仕組み、「場」、「気風」
が存在し、着実に進化している

他社を凌駕する技術水準と技術化能力は、着実に高度化して
いる

技術・開発部門を中核として、事業部全体で関連部門間の技
術強化・高度化の連携がうまくいっている

トップ、ＣＴＯ* が、技術を中核とした「新しい仕事（事業）づく
り」を、自らの責務としている

技術力を中核に、ロードマップ等のツールを活用し、事業成長
のビジョンが先行的に描き、技術・製品開発活動が着実に進
行している

差別化技術をベースに、顧客・事業貢献するという意識が、開
発集団に浸透している

開発集団には、技術を蓄積、高めあう仕組み、「場」、「気風」
が存在し、着実に進化している

他社を凌駕する技術水準と技術化能力は、着実に高度化して
いる

技術・開発部門を中核として、事業部全体で関連部門間の技
術強化・高度化の連携がうまくいっている
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９－５ 組織的な革新活動の現状水準 
「革新シナリオの明確化」を課題としている事業所が業種を問わず、多い。 
 
組織的な革新活動を進めるにあたって重要な視点は、“ＶＩＳＩＯＮ”、“革新シナリ

オ”、“価値基準の共有化”、“方針管理”、“業績評価”、“部門活力”と考える。 
どの業種とも課題としているのは、「革新シナリオの明確化」である。 
また、開発力の高い事業所と低い事業所を比較してみると、各設問のマネジメントレ

ベルに大きな差がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13.2

42.1

36.8

18.4

23.7

36.8

65.8

50.0

50.0

50.0

65.8

55.3

10.5

0.0

0.0

0.0

2.6

0.0

2.6

21.1

31.6

7.9

7.9

7.9

0% 50% 100%

13.2

42.1

36.8

18.4

23.7

36.8

65.8

50.0

50.0

50.0

65.8

55.3

10.5

0.0

0.0

0.0

2.6

0.0

2.6

21.1

31.6

7.9

7.9

7.9

0% 50% 100%

53.8

61.5

63.6

34.6

56.4

51.3

21.8

9.0

44.9

32.1

20.5

22.1

25.6

10.3

14.1

26.9

15.4

11.7 2.6

2.6

2.6

1.3

6.4

9.0

0% 50% 100%

53.8

61.5

63.6

34.6

56.4

51.3

21.8

9.0

44.9

32.1

20.5

22.1

25.6

10.3

14.1

26.9

15.4

11.7 2.6

2.6

2.6

1.3

6.4

9.0

0% 50% 100%

問題視している視点

精密機械 部門活力

電子機器・部品 部門活力

電気機器 革新シナリオ

機械 価値基準の共有化

自動車関係 価値基準の共有化

輸送機 部門活力

金属製品 革新シナリオ、価値基準の共有化

食・薬・化学 革新シナリオ、部門活力

素材 革新シナリオ、部門活力

建設土木 革新シナリオ

通信・ソフト 全般的

問題視している視点

精密機械 部門活力

電子機器・部品 部門活力

電気機器 革新シナリオ

機械 価値基準の共有化

自動車関係 価値基準の共有化

輸送機 部門活力

金属製品 革新シナリオ、価値基準の共有化

食・薬・化学 革新シナリオ、部門活力

素材 革新シナリオ、部門活力

建設土木 革新シナリオ

通信・ソフト 全般的

図表５７ 業種別の組織的な革新活動における問題視している視点(N=250)

図表５８ 組織的な革新活動に関する取り組みの水準と開発力の比較(N=250)

問題である やや問題である あまり問題ない 問題ない問題である やや問題である あまり問題ない 問題ない

A：VISION 中期的な事業革新や開発革新のあり
たい姿が描かれている

B：革新シナリオ 事業革新を継続的に行っていくた

めの実務的な課題とステップアップシナリオが
見えている

C：価値基準の共有化 顧客・製品・技術・業務・

マネジメントに関する価値基準が定義され、さらに
より 高度な価値基準を目指して、努力している

D：方針管理 部門としてQCDの年度改革方針が
提示され、それに基づく業務運営サイクルが回って
いる

Ｅ：業績評価 活動成果は個人及び集団の相互作
用であるという視点から中期的な展望に沿って業
績評価が行われている

F：部門活力 部門全体の雰囲気は「こなし型集団」

ではなく、「新しいモノゴトに挑戦する」ことを重視し
ている

A：VISION 中期的な事業革新や開発革新のあり
たい姿が描かれている

B：革新シナリオ 事業革新を継続的に行っていくた

めの実務的な課題とステップアップシナリオが
見えている

C：価値基準の共有化 顧客・製品・技術・業務・

マネジメントに関する価値基準が定義され、さらに
より 高度な価値基準を目指して、努力している

D：方針管理 部門としてQCDの年度改革方針が
提示され、それに基づく業務運営サイクルが回って
いる

Ｅ：業績評価 活動成果は個人及び集団の相互作
用であるという視点から中期的な展望に沿って業
績評価が行われている

F：部門活力 部門全体の雰囲気は「こなし型集団」

ではなく、「新しいモノゴトに挑戦する」ことを重視し
ている

開発力：低開発力：高
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第 ６ 章 
提言 

 
6.1 調査結果からの提言 
（１）提言概要 

本調査を実施し、６つの提言を上げる。これは日本の製造業が海外に負けな

い競争力を持つための必須条件と考える。これらをＭＯＴ教育のカリキュラム

に取り入れていくことも必須と考える。 
ＭＯＴ教育として、日本の技術者が経営について学んでいくことは必要なこ

とではあるが、技術者としての日常のマネジメントレベルは満足していてこそ

成り立つものである。よって、ＭＯＴカリキュラムの中には本提言以外にも、

技術者たるものとしてのマネジメント教育も先行して同時に行う必要がある。 
 

図表５９：提言のフレームワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健全な危機感による
組織的革新マインド醸成と革新行動

技術者の戦略思考力、企画力強化

これからの開発マネジメント

提言４ 技術者の企画力アップ
への取り組みをせよ

提言３ 先行開発と開発設計の
並行化マネジメントを強化せよ

提言５ 産学官診で連携し、ＭＯＴ教育カリキュラム
作りを実施せよ

提言２ アライアンスを効果的に活用せよ

新３Ｃマネジメントによる開発プロセス革新
（コラボレーション＆コンカレント＆コミットメント）

提言１ 研究開発へ積極的に投資せよ

提言６ 健全な危機感を技術部門全体で醸成せよ

Multi
Target
づくり
・
ＭＯＴ
教育
ｶﾘｷｭﾗﾑ

前提条件整備
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提言１ 『研究開発へ積極的に投資せよ』 
         ～ヒト、モノ、カネへの先行投資  
 
本開発設計実態調査では毎回、研究開発投資比率データを取得しているが、ほぼ横

ばいである。 
しかし、売上高が落ちている中での投資比率が横ばいという結果は、研究開発投資

費の絶対値自体は年々、減少しているということである。開発設計の現場でみる限り、

研究開発投資費は年々、確実に減少し、技術者数も減少し続けている。 
一方、今回の実態調査結果から、３年前から研究開発投資（ヒト・モノ・カネ）を

積極的に行なっている企業では、高い事業成長がうかがわれる。 
 
ヒト：教育（技術スペシャリストの育成、設計手法・解析手法などの研究、知財

マネジメントレベル、社内起業マネジメント、産官学診連携マネジメント） 
モノ：研究開発設備/ツール、プラットフォーム構築 
カネ：研究開発費（先行開発費、新製品開発費） 

 
先行開発、新製品開発への取り組みは重要であると認識はされているが、売上高が

減少しているときは、なかなか継続的投資には踏み切れないものである。 
そもそも研究開発は、世の中にない新しいものを創出する行為であり、お客様・社

会・自社事業に貢献する将来への投資である。したがって、研究開発への投資はすぐ

に効果を求めずに 3 年後ぐらいに効果や事業的成果がでてくるという認識を持つべ
きである。単純に目先の売上減に連動して研究開発投資費を削減するのではなく、中

長期的展望に立って、計画的・継続的に研究開発投資を行なうことが重要である。 
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提言２ 『アライアンスを効果的に活用せよ』 
         ～自社の強みの認識と価値業務への集中を 
 
自社のコアコンピタンスは何だろうか、将来に向けてコアコンピタンスにしたいも

のは何だろうか、この部分の討議は技術部門内であまりなされていないように感じる。 
昨今の事業環境や研究開発投資動向を見ると、自社のみに閉じた開発は限界にきて

いると思われる。これは技術者の人数が年々減少しているにも関わらず、顧客要求の

多様化により開発テーマ数が増加し、かつ、要求品質・コスト・開発期間の高度化に

よりそのしわ寄せが品質トラブルにつながっていることからも伺える。日本企業はこ

れまで自社開発にかたくなにこだわり続けてきた。しかし、限られたリソースのなか

で効果的・効率的な開発をすすめるためには、選択と集中が重要になる。そこで、自

社のコアコンピタンスの明確化と価値業務への集中を踏まえ、アライアンスを志向し

たい。 
意外にコアコンピタンスの議論はトップから末端まで実施されていないのが実情

である。このような現状からは良いビジョンが生まれない。そこで、トップはもちろ

ん将来を支えるミドルマネージャーを入れ、将来の市場・技術動向を見据えた議論か

らコアコンピタンスの検討と価値業務への重点化をぜひ実施したい。ミドルマネージ

ャーには未来志向をしてもらうことも重要である。 
アライアンスにあたっては、単純に一部の業務委託ではなく、自社の価値を明確にし、

アライアンスを通じて何を補完し、最終的に自分達のものにしようとするのかといっ

た知財戦略も同時志向することが重要である。アライアンス先の選定にあたっては、

商品・技術・人材の創発が起こるような相手を検討したい。アライアンス後は、現場

の混乱を最低限に抑えるために、品質マネジメントシステムを融合・整合させること

も重要である。 
自社の商品・技術開発をより効果的・効率的に進めるためにも、もう一度、自社の

コアコンピタンス・価値を再認識し、アライアンスを通じて顧客へのさらなる価値提

供を考えていきたい。 
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提言３ 『先行開発と開発設計の並行化マネジメントを強化せよ』 
         ～ Process  Re-designing 
 
これまでの実態調査をトレンドで見てみると、毎回、開発期間短縮要請は高まって

いる。 
開発期間短縮要請が進み、かつ技術者人員が減少している今日、先行開発にパワー

が投入できず、完成度の低いまま開発設計に移行し、結局、開発設計で後ダレ、品質

問題に忙殺されるという悪循環が続いている。 
各種データを見てみても、先行開発へのパワー投入を課題として上げている業種が

ほとんどである。 
これまでの先行開発でしっかりと技術完成度を上げ、その上で商品開発に適用する

というシリアルな工程はほとんど成り立たないため、今後は先行開発と開発設計をい

かにパラレルに実施するかというマネジメントが重要になる。 
そのためには先行開発における目標設定が最も重要なポイントになる。今後の商品展

開、開発設計時に生じる技術課題、量産課題の抽出と事前対策、評価手法の検討、開

発プロセス革新の先行検討といった技術プラットフォームを先行開発立ち上げ時か

ら検討しておく必要がある。そのためにも先行開発立ち上げ時から、新３Ｃ

（Concurrent, Collaborate, Commitment）を進める体制・運用構築を進めたい。 
これが Re-design Processである。 
新３Ｃにおける Concurrentは社内だけでなく、アライアンス、協力会社、アウト
ソース、分散拠点全てに対してのコンカレント /連携方法の工夫を極めたい。
Collaborate については、アライアンスはもちろん、異業種、異分野とのベンチマー
クも視野に入れたい。Commitment は自らのコミットを自プロジェクト/部門、他プ
ロジェクトへの水平展開、顧客といった貢献対象を拡大して行いたい。 
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提言４ 『技術者の企画力アップへの取り組みをせよ』 
         ～howだけでなく、whatへの取り組みを 
 
技術部門における今後の重点課題として顧客起点マネジメントをあげている事業

所が多いが、その現状水準は開発力に関する設問と合わせてみると低いままになって

いる。この傾向は前回調査から続いており、技術者の企画力向上は課題としては認識

しているものの、実際の行動にはつながっていないと考えられる。 
 
開発スピードアップがますます求められ、かつ、企画の質、仕様の質が強く求めら

れる今日において、技術者の視点で顧客要求事項を満たすためのよりよい方法の仮説

検証を企画段階で行い、同時に実現可能性も評価することが必要である。商品企画は

企画部門の仕事、開発目標が決まってから以降が開発・設計部門の仕事というように

業務受け渡し型で進めていたのでは、魅力ある商品づくりやスピード開発は実現でき

ないのである。仕様が決まらないことが問題ではなく、早く決めるための手を打って

いないこと、技術者自ら行動していないことこそが問題なのである。 
 
一方、実際の開発設計の現場では、仕様検討、設計、評価、製造フォロー、クレー

ム対応、法規対応等、ますます業務が多様化、増加しているので、ビジネス、企画に

ついて検討の時間が取れていないのが現状である。昔からいわれているように、商品

力はニーズとシーズの融合により生まれる。最近は顧客ニーズの多様化のため、ニー

ズといっても顕在ニーズだけでなく、潜在ニーズの探索が最も重要である。しかし、

技術者にその思想、手法の伝授と時間を与えているだろうか。ほとんどの企業では、

Ｎｏである。しかし、思想、手法を知っていれば、視点をもって技術開発、商品開発

に取り組むことができる。そこから技術者からの先行提案による、よい製品仕様が生

まれるはずである。 
 
そのためには、まず、「フォロー業務を削減し、先行段階への業務・工数のパワー

シフト」を行い、本来業務へのパワー集中を図った上で、「自らの商品化ビジョンお

よび構想案と実現方法を仮説として持つ」ことが必要となる。また、仮説を描く際に

「経営的スタンスに立った中長期視点で発想する」こともこれからの技術者には求め
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られる。したがって、技術者のマーケティング、商品企画のステップ、顧客分析の仕

方等の教育、ＯＪＴという仕掛けをぜひ進めていただきたい。そのようにして、いつ

も新しい技術ネタを考え続ける集団でありたいものである。 
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提言５ 『産学官診で連携し、ＭＯＴ教育カリキュラム作りを実施せよ』 
         ～日本型で業種・業態特性に応じたカリキュラム作り 
 
本研究でも実証されたが、現在の日本のＭＯＴカリキュラムは欧米のＭＢＡ系カリ

キュラムの焼き直し色が強い。また、論の色が強く、実際の業種・業務特性に応じた

マネジメントの考え方や実務直結のケーススタディが不足している。また、プロジェ

クト・マネジメント、設計品質管理、チームマネジメント、技術リーダーシップ、開

発プロセス革新/コンカレントエンジニアリング、ＩＳＯ９００１やＣＭＭＩの活用、
技術部門の組織論といった技術部門の業務の基盤についてのカリキュラムがほとん

どないことも問題である。実態調査結果から見てもわかるように、技術者の教育時間

は年々、減少し、かつ新技術の情報収集、教育も同時に行わなければならないため、

基礎的なマネジメント教育に費やされている時間はほとんどないといっても過言で

はない。 
そこで、産官学と診（コンサルタント）が連携し、日本の技術部門、技術者の強化

に向けた教育カリキュラム作りと実践を行う必要がある。 
・ 産はニーズ出し 
・ 官はインフラ作りとカリキュラム強化、教諭のレベルアップ支援 
・ 学は実務と学問の融合検討 
・ 診は業種・業態特性の検討 
といった分担で、餅屋は餅屋という分担で協創し、カリキュラムを検討することが

必須と考える。 
欧米のカリキュラムを模倣してもそれ以上の成果は出ない。日本の強みと弱み、コア

コンピタンスを業種・業態別に冷静に分析し、それに応じたカリキュラム育成を国家

レベルでて考えていくことが必要である。 
 
現在、日本企業の技術者は品質トラブルに追われている。「品質、コストの 8 割は
設計段階で決まる」と日本の製造業では古くから認識されており、各社で熱心な取り

組みが行われているが、今回の実態調査において、設計品質水準は過去からのトレン

ドで見ると悪化傾向にあり、約半数の事業所が「開発設計起因のトラブルが多い」と

回答している。また、「納期がズルズル遅れてしまう」、「何とか納期だけは遵守する



 64

が出荷後も混乱状態が続く」という開発パターンに陥っている事業所も過半数を占め

る。このことは、開発期間が確実に短縮している中で、そのしわ寄せが品質にきてい

ることが大きな原因と考えられる。 
 
このような状況の中で、設計品質向上のための取り組みを個人レベルの改善行動だ

けで進めていくには、もはや限界にきている感がある。また、設計品質を強化するに

は自社の新技術対応も含めて考える必要があることから、組織全体での中長期ビジョ

ンにもとづく活動展開が重要となる。 
一方、コンサルティングの現場から見て、どの会社でも品質関連部門の方々は設計品

質改善の方法論をよく知っている。しかし、最近特に設計品質問題がクローズアップ

されているのはなぜかと考えてみると、「知っていること」と「出来ること」は異な

るということである。出来ていない理由として考えられるのは、一つ目は、設計品質

を向上させるための取り組みは階層別に異なるはずだが、残念ながら取り組むべきこ

とが不明確である。二つ目は、中堅、若手層に対する設計品質向上に向けた教育（設

計ノウハウ、レビュー方法、評価技術、品質改善手法など）の不足があげられる。 
したがって、組織的な設計品質向上活動を推進していくためには、以下のようなテ

ーマに取り組む必要がある。 
①改革ビジョン、改革シナリオの明確化と浸透 
②設計品質の作り込みプロセスを変える 
③設計品質を維持向上させる風土づくり 
④ISO9001、CMMI等の品質システムを活用した設計品質向上 
①については、部門トップ自らが繰り返し語りかけ、積極的な活動支援を行うこと

が必要である。②については、開発計画と連動させて設計品質を向上させるストーリ

ーを描くことが重要である。③については、ミドルマネージャー自らが改革意識の高

い新しい組織風土をつくり、同時に、よい設計者にするべく育成を図ることが重要で

ある。④については、ISO9001、CMMI 等の品質システムの根底にあるコンセプト
を末端まで理解させることが必要である。 
品質だけでなく、コストについても開発プロセス革新についても同様である。この

ようなマネジメント教育にしっかり時間をかけ、育成することが重要である。 
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提言６ 『健全な危機感を技術部門全体で醸成せよ』 
         ～ありたい姿の設定が健全な危機感を生む 
 
商品・技術のパラダイムシフトが恒常的に起こる昨今の経営環境においては、過

去・現在の成功体験にとらわれて現状に満足してしまい、健全な危機感による革新活

動が生まれないことがある。また、事業的になかなか上手くいかず、これ以上努力し

ても上手くいかないというあきらめ感が蔓延している組織でも健全な危機感による

革新活動が生まれない。 
過去・現在の成功体験に染まっている企業では、顧客に対して提供する価値のレベ

ルや自分たちの革新レベルを低く設定していないだろうか。また、事業的に上手くい

っていない企業ではあきらめ感から目標レベルを低く設定していないだろうか。 
今後、事業を牽引することが求められる技術部門では、これまでの事業の成功・失

敗にとらわれず、ありたい姿・高い目標を設定し、現状とのギャップを埋めるべく部

門一丸となって健全な危機感を持ち、革新し続けていくことができる組織づくりが求

められる。ありたい姿・高い目標を設定するためには、顧客の要求ニーズ、顕在・潜

在化している問題、将来の競合動向、自社の技術目標を検討する必要がある。健全な

危機感は、ありたい姿・高い目標を設定し、現状とのギャップを認識したうえで、そ

れを解決しようとする意思から生まれる。これは危機の未然防止という観点からも重

要である。とはいえ担当者にとって高い目標を設定することは難しいことである。そ

こでマネージャーは担当者に対し、高い目標を与えるだけでなく、その実現方向・状

況をマネジメントすることが求められる。このような組織活動の実践がさらなる危機

感を醸成し、革新エンジンを持った強い組織・人材づくりにつながるのである。 
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第 ７ 章 
まとめと今後の課題 

 
本研究を通じて、日本の製造業のＭＯＴ改革力向上に向けて、６つの提言を行った。 
・提言１ 『研究開発へ積極的に投資せよ』 
         ～ヒト、モノ、カネへの先行投資 
・提言２ 『アライアンスを効果的に活用せよ』 
         ～自社の強みの認識と価値業務への集中を 
・提言３ 『先行開発と開発設計の並行化マネジメントを強化せよ』 
         ～ Process  Re-designing 
・提言４ 『技術者の企画力アップへの取り組みをせよ』 
         ～howだけでなく、whatへの取り組みを 
・提言５ 『産学官診で連携し、ＭＯＴ教育カリキュラム作りを実施せよ』 
         ～日本型で業種・業態特性に応じたカリキュラム作り 
・提言６ 『健全な危機感を技術部門全体で醸成せよ』 
         ～ありたい姿の設定が健全な危機感を生む 
この６つの提言の実施にあたり最も重要なことは、自社が生き残るために最も重要

なこと、コア・コンピタンス[19]は何かということに対し、トップから末端、技術部門

だけでなく、営業や製造部門まで共通的に議論、認識されているかということである。

このコア・コンピタンスという最も単純かつ重要なことが議論しつくした上でＭＯＴ

を考えているかということである。 
ＭＯＴ改革力を高めるためには、技術戦略をベースにした欧米型のＭＯＴ教育だけ

では日本の強みは活かせないと考える。また教育の目的という原点に立ち返る必要が

ある。当然、基礎教育としては重要であるが、単純に一律なＭＯＴ教育カリキュラム

の適用することは危険である。本実態調査からもわかるように、日本企業は技術者へ

の基礎教育の時間もおろそかにしている。 
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“自社価値起点のＭＯＴ”これが全てである。 
 
顧客のニーズを実現することが自社価値なのか、品質が高いことが自社価値なのか、

製品コストが安いことが自社価値なのか、開発期間が短く、他社より早く商品を顧客

に提供できることが自社価値なのか、知財で稼ぐことが自社価値なのか、それぞれの

企業の自社価値に徹底的にフォーカスした上でのＭＯＴへの取り組みが最も重要で

ある。 
日本の企業は欧米企業よりもコア・コンピタンスに則ったビジョンを出すのが不得

意といわれているし、私自身もそう感じている。ＭＯＴ改革・教育を考える際は、“自

社価値を徹底的に議論、末端までの浸透”させた上で、取り組むべき対象とプライオ

リティーをつけて実施したい。ＭＯＴ改革の起点は、自社価値評価である。 
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Appendix 
 
開発設計技術革新に関するマネジメントレベル実態調査 設問 


